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１．石油産業を取り巻く環境
1. 1　原油価格動向
原油価格が石油産業のコストに与える影響は非常
に大きい。アスファルトも原油精製による生産品で
あることからアスファルトに携わる者は原油価格動
向を注視する必要がある。ここでは2020年から足元
までの原油価格動向について説明を
行う。
原油価格を左右する要因は大きく
３つに分けられる。地政学リスク，経
済・金融環境，そして需給バランス
である。この中でもとりわけ重要な
要素となるのは需給バランスであり，
2020年の原油価格推移は需給バラン
スから読み解く事が出来る。表－１
に世界の原油需給バランス見通しを
示した。この需給バランスに大きな
影響を与えているのは新型コロナウ
イルスの感染拡大とOPEC+（OPEC
加盟国と非加盟の主要産油国で構
成）の協調減産だ。これらを順に説明
する。
2019年12月に中国・武漢で発生

した新型コロナウイルスは瞬く間に
世界へ拡大し，世界経済に打撃を与
える事となった。そして経済低迷に
より消費活動が抑えられ，原油需要
が抑えられる結果となった。表－１
をみると2020年1Qは前年から590

万BD，2Qは1,690万BD需要が落ちている事が分か
る。一方で供給については2019年１月よりOPEC+に
よる協調減産が始まっているものの，2020年３月は
ロシアが反発し決裂したため供給が需要を大きく上
回り，原油価格を押し下げる事となった。ここでWTI
原油価格を図－１に示す。供給過剰となった４月は更
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図－１　WTI原油価格

アスファルトの需給動向について
(Asphalt Supply and Demand Trends)
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新型コロナウイルスの感染拡大は世界における生活を様変わりさせている。更に石
油および舗装業界では高度化法やIMO規制など目まぐるしく環境が変化しており，
トレンドの把握が難しくなっている。今回はこれらがアスファルトの需給に及ぼす影
響について言及させていただきたい。

特集・最近のアスファルト事情

表－１　世界の原油需給バランス見通し

単位：百万BD 19年 20年1Q 20年2Q 20年3Q 20年4Q 20年

世界需要 100.0 94.1 83.1 93.0 94.5 91.2

世界供給

非OPEC 65.6 66.7 61.3 61.9 62.2 63.0

OPEC 34.9 33.6 30.8 29.2 30.1 30.9

供給計 100.6 100.4 92.1 91.1 92.3 94.0

需給バランス（供給-需要） 0.6 6.2 9.0 -1.8 -2.2 2.8
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に価格が下落し，４月20日にはWTI原油先物におい
て史上初となるマイナス価格が観測されるという事
態にもなった。その後OPEC+は最大で970万BDの
協調減産で合意し，供給過剰状態が収まり40ドル前
後で推移すると，2020年10月以降は需給バランスの
タイト感が浸透することにより再び原油価格が上昇
に転じている。
1. 2　国内石油製品の需給
石油連盟発行の『今日の石油産業2019』によると，

石油製品需要はピークの1999年度に比べ2018年度は
32%減となっており，更に2023年度には36%減の見通
しとなっている。これらは少子高齢化や人口減といっ
た社会構造的な変化に加え，車の燃費向上や若者の自
動車離れといった影響によって起こっており，減少傾
向が続いている。
石油製品需要が減れば，当然ながら石油メーカーは
原油処理量を減少させる，つまりは石油製品の製造量
を絞ることになる。そして一定量以上製品需要が減れ
ば，製油所の安定的な稼働が困難となり，製造拠点を
集約する必要が出てくる。こういった流れを促したの
が2009年７月に成立したエネルギー供給構造高度化
法（以下，「高度化法」）である。高度化法はエネルギー
供給事業者による①非化石エネルギー源の利用②化石
エネルギー原料の有効な利用，の２点を目的としてい
る。現在，第１～３次告示までなされており，それぞ
れの内容は次のとおりである。

•第１次告示（2010.4～2014.3）
常圧蒸留装置に対する重質油分解装置の装備率
を10%（2010年当時）から13%に引き上げるよう
義務付け。
•第２次告示（2014.4～2017.3）
第１次勧告より分解装置の対象を広げ45%

（2014年３月末）から50%（2017年３月末）まで引
き上げることを義務付け。
•第３次告示（2017.4～2022.3）
重質油分解装置の有効活用，重質油分解能力の
向上を促すため，2017～2021年度の５年間で，同
装置への減圧残渣油の通油量の増加を図る。
第１，２次告示では分解装置の装備率引き上げが求

められた事で，事実上設備の廃棄が求められたのと
同義であった。図－２に示すとおり，結果として第１
次告示への対応では常圧蒸留装置能力の20%にあた
る90万BDが削減され，更に第２次告示への対応では
10%にあたる40万BDが削減された。これらによって
2008年比で2017年の原油精製能力は28%減の350万
BDまで削減された。このようにして石油メーカーは
製油所の稼働率を向上させ，石油製品の安定供給に努
めた。
しかしながら2020年は新型コロナウイルスによる

需要減，特にジェット燃料の需要の落ち込みが激しく，
石油メーカーは需要が減少したジェット燃料の生産
に合わせた製油所の稼働を余儀なくされた。その結果，

図－２　第１次・第２次告示対応における常圧蒸留装置能力削減量
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図－３に示すとおり2020年の製油所稼働率（公称能力
に対する稼働率）は過去３年間と比較して圧倒的低水
準となった。また製油所稼働率を最も需要の落ち込み
の激しいジェット燃料に合わせた事でそれ以外の石油
製品は不足する事となった。次の章ではその中でも特
にアスファルトの需給にスポットを当てる事とする。

２．アスファルトの供給体制
2. 1　国内におけるアスファルトの需要
道路舗装に用いられるストレートアスファルトは

主にアスファルト合材の原料として使用されている。
図－４の左側に1990年以降の合材需要，右側にアス
ファルト需要を示す。1990年度に7,700万トンあった
合材製造量は2018年度には4,100万トンと約半分と
なっている。一方でアスファルトの需要は1990度比で
1/3となっており合材よりも減少幅が大きい。これは
環境負荷低減などを目的とした再生合材の活用が進ん
でいる事に起因している。つまり再生骨材に付着して
いるアスファルトを有効活用することで新アスファル
トの使用量を低減出来ているわけである。1990年度で

図－３　国内の原油処理量と製油所稼働率
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図－４　合材需要とアスファルト需要の推移
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は全合材における再生合材の比率は８%程度であっ
たが，2019年度では74%に上っており，ここ30年で飛
躍的に再生合材の使用割合が増えている。
今後のアスファルト需要としては，既に十分活用が
進んでいる再生合材の割合は極端に増える事は無いも
のの，国土交通省の発表している道路関係予算は増加
傾向にあり，底堅い需要が想定される。
2. 2　今後のアスファルト供給環境
日本は国内需要の３割にあたる約45万トンのアス
ファルトを韓国からの輸入に頼っており，アスファル
トの供給環境を考える上では国内生産量と輸入量も考
慮しなければならない。
2021年の国内生産量は以下２つの観点から絞られ
る事となる。１つ目は１章でも述べたとおり，新型コ
ロナウイルスの影響だ。2020年よりは回復すると見ら
れるが，IEA2020年12月報によると2021年度の国内
石油需要は2019年度比92%程度とされており，国内
製油所の稼働率は2019年度比では下がることからア
スファルトの生産量は絞られる事となる。２つ目はス
ポット的な話ではあるが国内でアスファルトを生産
している各製油所における定期修理工事（以下，定修）
や生産停止である。日本全国でアスファルトを生産可
能な製油所は９か所あるが，そのうち３製油所で定修
を予定しており，また１基は生産停止状態が続いてい
る。以上のことから2021年の国内アスファルト生産量
は2019年に比べ落ちる事が想定される。
次に輸入量であるが，アスファルトの輸入はその殆
どを韓国から輸入しているため韓国のアスファルト生
産量の動向を知る必要があり，それにはIMO規制が
大きく関与している。
IMO規制は国際海事機関が決定した，海洋汚染防止

を目的に船舶用に利用されている燃料油の硫黄分濃度
上限を3.5%から0.5%に引き下げるものである。これ
によりHSC重油とHSA重油が規制対象となり，2020
年１月１日以降はIMO規制対応油を使用しなければ
ならなくなっている。IMO対応油はHSC重油に比べ
ストアス留分が低いため，IMO規制はアスファルト生
産量を増やす要因と捉えがちだが，必ずしもそうとは
限らない。何故なら１章で説明した高度化法の第３次
告示により分解装置への通油量を増やす事が求められ

ており，これはアスファルト生産量が減る要因となる
からである。
では韓国国内での見通しはというと，アスファルト

生産量は減り，輸出可能量が半減する可能性もあると
見られている。その理由は韓国において大型の重質油
分解装置が導入されたことである。韓国大手石油メー
カーが2020年より稼働開始した分解装置は年間200万
KL以上もの通油量を誇り，相当量のアスファルト留
分が処理されるものと思われる。以上より，韓国から
のアスファルト輸入量は2019年度比で大きく下がる
事が見込まれる。
以上から国内における2021年の需給は，需要は底

堅く見込まれるものの供給においては国内生産減少
および韓国からの輸入量減少の可能性があり，2019
年度比で供給ショートとなる事が見込まれる。しか
しながらアスファルトは交通インフラを支える極め
て重要な資材であり，生産・流通・消費のそれぞれ
の立場のものが安定供給という使命に向け一致団結
していく必要がある。特に，既に流通ではアスファル
トローリーを所有する運送会社の廃業が散見されて
いるが，事業継続性が無ければ安定供給を全うする
事が非常に困難であることは明白である。今後更に
それぞれが継続性のある事業となるよう健全な経営
基盤を確保するとともに労働環境の改善を図り，設
備のメンテナンスや人材の確保に力を入れていく必
要がある。

３．おわりに
新型コロナウイルスにより人々の暮らしは様変わ

りしており，石油産業においても製油所稼働率が激減
するなど大きな変化が起きている。しかしながら今後
も道路舗装の需要が無くなる事はなく，暮らしや日本
の経済を支える道路舗装用材料としてアスファルト合
材や舗装用アスファルトの重要性は不変である。こう
いった変化の局面だからこそ，業界関係者はお互いの
立場を理解しつつ相互に協力し合い，アスファルトの
安定供給体制構築に取り組んでいきたい。
また最後に，我々石油メーカーは今後もアスファル

トの安定供給という社会的責任および役割を全うし，
日本の経済発展に貢献していきたい。
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１．はじめに
高度経済成長期に集中的に整備されてきた道路構造
物の老朽化が進む一方，道路構造物を管理する国や地
方自治体等では人口減少や少子高齢化に伴う技術者不
足や財政難が深刻化している。特に道路舗装は更新周
期が短いうえストック量が膨大であり，メンテナンス
サイクルを確立し，長寿命化によるライフサイクルコ
スト縮減を目指すことが喫緊の課題である。
こうした中，舗装の更新年数を意識した維持管理を
行うことで舗装の長寿命化を図ることを目的に，2016年
10月に国土交通省道路局より「舗装点検要領」１）が策定
された。この要領において，道路管理者は，損傷の進行
が早い道路等のアスファルト舗装について，表面の層を
供用し続ける期間として使用目標年数を設定し，この期
間よりも早期に劣化した区間（以下，「早期劣化区間」と
いう）について，詳細調査を実施し適切な修繕設計を行
うことが示された。図－１に使用目標年数を用いた舗装
管理のイメージを示す。早期劣化が生じた際，対策を講
じずに通常どおりの修繕を行った場合，再度早期劣化が
生じるおそれがある。このため，早期劣化が生じた際に
詳細調査を実施し，その要因について検討し対策を講じ
ることで再度の早期劣化を防ぐという考え方である。
図－２に従来の構造設計で想定されてきたアスファ
ルト舗装の疲労破壊の考え方を示す。舗装は複数の層

 * わかばやし　ゆうや　国土交通省国土技術政策総合研究所道路構造物研究部
 ** わたなべ　かずひろ　国土交通省国土技術政策総合研究所道路構造物研究部

アスファルト舗装の調査結果に基づく
早期劣化メカニズムの推定

(Estimating the Early Deterioration Mechanism of Asphalt Pavement Based on the Survey Results)

若　林　由　弥*・渡　邉　一　弘**

膨大なストック量の道路舗装を効率よく管理していくためには，供用の目標年数よ
りも早く劣化が起こる「早期劣化区間」をいかに減らしていくかが重要である。しか
し，舗装の早期劣化メカニズムについては明らかになっていない部分が多く，道路管
理者が早期劣化が発生した際の措置を判断するのは難しい状況にある。そこで，直轄
国道において実際に早期劣化したアスファルト舗装を対象に開削調査等の構造調査
を実施したところ，アスファルト混合物層内の滞水および層間剥離が確認され，これ
らが早期劣化の一般的な要因の１つであることがわかった。

特集・最近のアスファルト事情
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図－１　使用目標年数を用いた舗装管理のイメージ

図－２　 アスファルト舗装の構造設計における
疲労破壊
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が積み重なり，交通荷重を各層で分散し，路床で受け
持つ構造となっており，表層や基層，瀝青安定処理路
盤等からなるアスファルト混合物（以下，「アスコン」
という）層の下面に生じる引張ひずみにより下部から
上部にかけて疲労ひび割れが発生する。ここでひび割
れや施工継目などを通じて雨水等が浸入すると，アス
コン層下部の粒状路盤が脆弱化し，荷重分散効果が弱
まるため，アスコン層のひび割れが生じやすくなる。
このため，従来より早期劣化の主な要因は粒状路盤の
脆弱化であると考えられてきた。
しかし，アスファルト舗装の早期劣化メカニズムに
ついては，実際に早期劣化区間について調査した報告
が少なく，明らかにされていない部分が多い。そこで，
本研究では実際に早期劣化した直轄国道のアスファ
ルト舗装を対象に開削調査等の構造調査を実施した。
表－１に調査の概要を示す。調査は３箇年で合計12箇
所を対象に実施した。調査の結果，アスコン層内部の
滞水と層間剥離の発生が確認され，これらが早期劣化
の一般的な要因の１つであることがわかったため，本
稿にて報告する。

２．2017年度調査（区間A～C）
⑴　調査区間の概要
表－２に2017年度に調査を実施した区間の概要を

示す。調査区間は，交通量区分N7の直轄国道１路線内
で舗装修繕を予定している工事区間より，最新の路面
調査において最近の修繕から13年以内にひび割れ率
が30%に達した区間を抽出した。ここで，13年は道路
管理者が設定した使用目標年数である。
また，区間Aは調査の前日に6.0㎜ ，区間Bは６日前
に1.0㎜ ，区間Cについては５日前に3.5㎜ の降雨が観
測されており，その後調査まで降雨はなかった。
図－３に各区間の路面状況を示す。区間Aでは，外

側車輪通過部（以下，「OWP」という）に亀甲状のひ
び割れが発生した結果，パッチングによる補修が施さ
れていた。区間BではOWPにおいて亀甲状ひび割れ
の発生が著しく，路面の沈下も発生していた。区間C
ではOWPにおいて線状ひび割れが発生していたほか，
内側車輪通過部（以下，「IWP」という）において亀甲
状のひび割れが発生していた。

表－１　実施した調査の概要

表－２　2017年度調査実施区間の概要

調査年度 調査区間 区間の概要 調査内容

2017 A, B, C 同一路線内における，修繕後の
早期劣化区間

開削調査，
コア観察

2018 D, E, F,
G, H, I

複数の路線における，修繕後の
早期劣化区間 コア観察

2019 J, K, L 同一路線内における，新設後の
早期劣化区間 コア観察

項　　目 区間A 区間B 区間C

調査概要
調査日 2018.1.30（夜間） 2018.1.15（昼間） 2018.2.7（昼間）

車　線 第２車線 第１車線 第１車線

直近の降雨
降雨日 2018.1.29 2018.1.9 2018.2.2

降雨量 6.0㎜ 1.0㎜ 3.5㎜ 

基本諸元

舗装構成
（最新修繕時）

表層材料 ポーラス 密粒 密粒

最新修繕年 2007 2008 2003

最新修繕内容 切削オーバーレイ（２層）

最新路面
調査

調査年 2014

経年数 ７年 ６年 11年

ひび割れ率 55.40% 33.80% 36.90%

使用目標年数 13年

 表　層

アスコン層
 中間層

 基　層
 瀝青安定処理
 上層路盤（M40）
 下層路盤（RC40）

：50㎜ 
：50㎜ 
：50㎜ 
：80㎜ 
：150㎜ 
：150㎜ 

図－３　2017年度調査区間の路面状況

区間A

区間B

区間C
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⑵　調査の概要
上記の区間において，幅３m長さ２mの範囲を0.5m×
0.5mに分割し，アスコン層を撤去して開削した。なお，
切断時には舗装内の滞水状況を把握するためにドライ
カッターを使用するとともに，切断したアスコン層は，
既設路盤面を乱さないように吊り上げて撤去した。そ
の後，撤去したアスコン層に着色水を浸水させ滞水状
況を確認した。さらに開削箇所付近の損傷が大きい箇
所から採取したコアを観察し，層間剥離の発生状況を
確認した。
⑶　調査結果
a）開削後の観察結果
表－３に開削調査実施箇所のアスコン層断面と路
盤上面の観察結果について示す。

開削調査を実施した箇所においてアスコン層の断
面を観察した結果，区間Aおよび区間Bではひび割
れがアスコン層を貫通しており，アスコン層内の滞
水も確認された。また，区間Aでは上層路盤上面ま
で水が浸透しており，OWPにおいて路盤の沈下が
発生していた。区間Cでは，一部を除きひび割れは
下層まで貫通しておらず上層路盤も健全であったが，
アスコン層内における滞水が確認された。区間Bと
Cでは調査前５～６日間降雨がなかったため，アス
コン層内に滞留した水は少なくとも５日は残留し続
けたと考えられる。
b）アスコン層の室内観察結果
表－４に，現場で撤去したアスコン層に着色水を

浸水させた結果および現場で採取したコアの観察

表－３　開削後のアスコン層断面および路盤の状況

表－４　着色水による浸水の確認および切取コアの観察結果

区間A 区間B 区間C

開削後の
アスコン層断面

路盤上面の
損傷状況

区間A 区間B 区間C

着色水による
浸水の確認

吊り上げの際にアスコン層が
崩壊してしまったため未確認

切取コアの
観察結果

アスコン層の構成 （㎜）
 １層目 ２層目 ３層目 ４層目 ５層目 計
 39 51 12 53 60 215

アスコン層の構成 （㎜）
 １層目 ２層目 ３層目 ４層目 ５層目 計
 50 50 15 47 78 240

アスコン層の構成 （㎜）
 １層目 ２層目 ３層目 ４層目 ５層目 計
 40 40 15 55 95 245
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結果を示す。
区間Aのアスコン層については吊り上げの際に崩
壊してしまったため，着色水による確認を行うこと
が出来なかった。区間Bおよび区間Cでのアスコン
層に着色水を浸透させた結果，舗装表面下100㎜ の
層間から着色水の染み出しが確認された。舗装上面
からひび割れを通じて層間に滞水したと考えられる。
また，コアを確認したところ，全ての区間におい
て設計上４層のアスコン層が５層存在し，３層目
に厚さ15㎜ 以下の薄いアスコン層があることが分
かった。調査区間では前回修繕時に２層の切削オー
バーレイを実施しており，この薄層部は切削した
際に残存した既設のアスコン層と考えられる。また，
区間Aでは２～３層目および４～５層目で，区間B
では３～４層目の間で層間剥離が発生していた。比
較的健全な区間Cにおいても３層目の上部において
連続した空隙が確認された。
続いて，図－４にアスコン層

の層間接着強度試験結果を示
す。試験は（一社）日本アスファ
ルト乳剤協会規格の試験方法
「JEAAT-5 タックコート層を有
した円筒状供試体の引張接着試
験方法」に基づき実施した。各区
間のそれぞれの層について，現
場で撤去したアスコン層から採
取した３供試体に対し試験を実
施した。図中の数値は，既に層間
剥離が生じて試験を実施できな
かった供試体を除いた層間接着
強度の平均を示している。また図
中において，層の中間で破壊が生
じた供試体については「混合物破
壊」，層間で破壊が生じた供試体
については「界面破壊」と表現し
た。なお、破壊の形態は、試験を
実施した同区間・同じ層間の供試
体で全て同じ結果であった。混合
物破壊が生じた供試体については
層間の接着強度がアスコン層の引
張強度よりも高く，良好な接着強
度を有していると考えられる。
区間Aはほとんどの層間で既
に剥離が生じており，３～４層目

においても接着強度が低かった。区間Bは３～４層
目の層間で既に剥離が生じており，２～３層目の層
間の接着強度も低かった。区間Cの多くの層間は概
ね良好な接着強度を有していたが，２～３層目の層
間接着強度が低下していた。
以上の結果から，３層目の上下，特に２～３層目の

間で層間剥離が進行したと考えられる。この位置は
着色水の染み出しが確認された箇所と概ね一致して
おり，切削オーバーレイ時の既設アスコン層の上部
に水が長期間滞水し，層間剥離につながったと推察
される。
⑷　調査結果に基づく早期劣化メカニズムの考察
前節の調査結果で確認された損傷形態は，アスコン

層の下面からひび割れが生じるという従来の設計の考
え方とは異なるものであった。図－５に，調査結果か
ら推察される，本調査区間における劣化メカニズムを
示す。具体的には，次ページのとおりと考えられる。

3.0

2.5

2.0

1.5

1.0

0.5

0.0
1-2 層
（N=3）

2-3 層 3-4 層

区間A

4-5 層

層
間
接
着
強
度（
M
Pa
）

1-2 層
（N=3）

2-3 層
（N=2）

3-4 層

区間 B

4-5 層
（N=3）

1-2 層
（N=3）

2-3 層
（N=3）

3-4 層
（N=3）

区間 C

4-5 層
（N=3）

0.93

2.15

1.74

0.58

2.42

1.83

1.03

0.49

混合物破壊
界面破壊

STEP1 STEP2 STEP3 STEP4 STEP5

アスコン層

上層路盤

下層路盤

アスコン層

上層路盤

下層路盤

上層路盤

下層路盤

上層路盤

下層路盤

上層路盤

下層路盤

滞水・剥離 滞水・剥離
アスコン層 アスコン層 アスコン層

図－４　層間接着強度試験結果

図－５　層間剥離に伴う早期劣化メカニズム



9Vol. 63 No. 236（2021年）

○ 施工継目の開きやアスファルトの劣化・老化によ
り路面から入ったひび割れなどを通じてアスコン
層内に水が浸入する。（STEP1）
○ アスコン層の内部に水が滞留し，層間剥離が発生
する。（STEP2）
○ 層間剥離によりアスコン層の支持力が低下した結
果，アスファルト安定処理層および粒状路盤まで
ひび割れが進行する。（STEP3）
○ アスファルト安定処理層や粒状路盤内への浸水・
滞水により，これらの層が砂利化などにより劣化
する。（STEP4）
○ 舗装全体の支持力不足により，アスコン層のひび
割れが急速に拡大する。（STEP5）

３．2018年度調査（区間D～I）
2017年度の調査から推察した劣化メカニズムが一
般的なものか検証するため，2018年度は2017年度の
路線とそれぞれ異なる６路線における早期劣化区間を
抽出し，調査を実施した。

⑴　調査区間の概要
表－５に2018年度に調査を実施した区間の概要を

示す。調査区間は舗装種別，交通量，気候条件，および
沿道条件等の条件を考慮し，2017年度調査と同様の考
え方で，最近の修繕から路面調査まで13年未満にひび
割れ率が30%以上となった区間を複数の路線から抽出
し，現地踏査で路面の状況を確認して決定した。なお，
区間Dについては，最近の路面調査実施時にはひび割
れ率が30%に達していなかったが，現地踏査によりひ
び割れ率30%を大きく上回っていることが確認された
ため，調査区間として追加した。
これらの区間の，ひび割れ発生箇所および比較的健

全であるその近傍において，ドライカッターを用いて
コアを採取した。ただし，区間Hおよび区間Iは現場
条件等によりドライカッターを使用できなかったため，
通常のコア採取同様に路面に散水しながら採取した。
その後，コアの観察およびコア採取後の採取孔観察に
より，ひび割れや層間剥離，滞水の発生状況について
確認した。

項　目 区間D 区間E 区間F 区間G 区間H 区間I

調
査
概
要

調査日 2019.1.24（夜間） 2018.12.20（昼間） 2018.12.19（夜間） 2018.12.20（昼間） 2018.12.17（夜間） 2018.12.17（夜間）

コア
採取数

早期劣化区間 ：４
早期劣化区間近傍：３

早期劣化区間 ：３
早期劣化区間近傍：４

早期劣化区間 ：３
早期劣化区間近傍：３

早期劣化区間 ：３
早期劣化区間近傍
（ポーラス） ：３
早期劣化区間近傍
（密粒） ：４

早期劣化区間 ：３
早期劣化区間近傍：３

早期劣化区間
（2008修繕） ：３
早期劣化区間
（2009修繕） ：３
早期劣化区間近傍：３

直
近
の

降
雨

降雨日 2018.12.17 2018.12.17 2018.12.17 2018.12.17 2018.12.17 2018.12.12

降雨量 5.0㎜ 7.0㎜ 6.5㎜ 13.0㎜ 4.5㎜ 12.0㎜ 

基
本
諸
元

舗装構成
（最新修繕時）

アスコン層 アスコン層 アスコン層 アスコン層 アスコン層 アスコン層

表層材料 密粒 ポーラス ポーラス ポーラス／密粒 ポーラス 密粒

上層路盤材 再生瀝青安定処理 粒度調整砕石 不明 再生切込砕石
粒度調整砕石 粒度調整砕石 粒度調整砕石

交通量区分 N7 N6 N6 N6 N6 N7

一般・雪寒 一般 一般 一般 雪寒 雪寒 雪寒

沿道条件 平地・山地 DID・市街地 平地・山地 平地・山地 平地・山地 平地・山地

最新修繕年 2005 2005 2009 2006 2009 2008

最新
修繕内容 不明 切削オーバーレイ

（２層）
切削オーバーレイ
（２層）

切削オーバーレイ
（１層）

切削オーバーレイ
（２層）

切削オーバーレイ
（２層）

最
新
路
面

調
査

調査年 2014 2014 2014 2013 2014 2014

経年数 ９年 ９年 ５年 ７年 ５年 ６年

ひび割れ率 11.0% 82.0% 63.1% 39.9% 33.4% 39.2%

使用目標年数 13年

表－５　2018年度調査箇所の概要

表　層：50㎜ 
中間層：50㎜ 
基　層：70㎜ 
上層路盤：110㎜ 

表　層：50㎜ 
中間層：50㎜ 
基　層：80㎜ 

表　層：50㎜ 
中間層：50㎜ 
基　層：100㎜ 

表　層：50㎜ 
中間層：50㎜ 
瀝青安定処理：80㎜ 

表　層：50㎜ 
中間層：50㎜ 
基　層：80㎜ 

表　層：50㎜ 
中間層：50㎜ 
基層１：50㎜ 
基層２：30㎜ 
基層３：50㎜ 

下層路盤：250㎜ 
上層路盤：200㎜ 
下層路盤：350㎜ 

上層路盤：150㎜ 
下層路盤：250㎜ 

上層路盤：250㎜ 
下層路盤：400㎜ 

上層路盤：200㎜ 
下層路盤：350㎜ 

上層路盤：100㎜ 
下層路盤：250㎜ 
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⑵　調査結果
表－６に採取したコアの損傷状況を，表－７に層間

剥離が発生したコアおよびコア採取後の採取孔の状況
を示す。区間D～Gではドライカッターを使用してコア
を採取したことによって，コアだけでなく採取孔からも
正確な滞水状況を把握することができた。
ひび割れ箇所で採取したコアの数は早期劣化区間と

その近傍で合わせて20試料であるが，このうち５試料
はアスコン層が崩壊していた。残りの15試料のうち，
アスコン全層にわたってひび割れが貫通しているコア
は３試料で，路面とアスコン層内の間にひび割れが生
じているコアが９試料，アスコン層内とアスコン下面
の間にひび割れが生じているコアが３試料であった。
また，いずれの早期劣化区間においてもアスコン層の

調査箇所 調査数
ひび割れ

層間剥離 滞水
全層崩壊 貫通 路面から 路盤から 小計

区間D
早期劣化区間 4 1 2 3 2 4

早期劣化区間近傍 3 2 3

区間E
早期劣化区間 3 1 1 2 1 3

早期劣化区間近傍 4 1 1 1

区間F
早期劣化区間 3 2 2 1 3

早期劣化区間近傍 3 2

区間G

早期劣化区間 3 1 1 2 1 3

早期劣化区間近傍（ポーラス） 3 2

早期劣化区間近傍（密粒） 4 1 1 2 3

区間H
早期劣化区間 3 2 2 2 -

早期劣化区間近傍 3 1 -

区間I

早期劣化区間（H20修繕） 3 2 2 -

早期劣化区間（H21修繕） 3 2 1 3 1 -

早期劣化区間近傍 3 1 1 1 -

計
早期劣化区間 22 3 2 9 2 16 8 13

早期劣化区間近傍 23 2 1 0 1 4 4 11

表－６　採取したコアの損傷状況（2018年度）

表－７　コアおよびコア採取孔の状況（2018年度）

区間 採取したコアの状況 コア採取の状況 区間 採取したコアの状況 コア採取の状況

D G

E H

F I
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内部で層間剥離が発生しているコアが存在した。
一方，ひび割れがほとんど発生していない早期劣化
区間の近傍においても，多くの箇所において滞水や層
間剥離の発生が確認された。これより，早期劣化区間
でひび割れを通じて浸透した水が横方向に進行し，滞
水および層間剥離が発生したと考えられる。
層間剥離が確認されたコアの採取孔では，滞水状
況を確認出来なかった区間Hおよび区間Iを除く全
ての区間でアスコン層内の滞水が確認された。また，
区間Eおよび区間Gでは路盤上面における滞水も確
認された。
上記の調査結果より，2018年に調査

を実施した区間についても2017年度調
査の結果から推察した劣化メカニズム
と同様に劣化が進行したと考えられる。

４．2019年度調査（区間J～L）
2017年度および2018年度の調査で
は，長期供用された路線の，修繕後に
早期劣化が生じた区間を対象に調査を
行った。2019年度は，新設後に早期劣
化が生じた区間を対象に調査を行った。
⑴　調査区間の概要
調査区間は，供用後６年が経過した
積雪寒冷地の自動車専用道路における
３区間である。表－８にそれぞれの区
間の路面に生じたひび割れの状況を示す。これ
らの区間は同一IC間であり，交通量や気象条
件などの各種条件はほぼ同一であるにも関わら
ず，路面性状，特にひび割れの発生について明
確な差が生じており，特に区間Jでは部分的で
はあるが路面に比較的多くのひび割れが発生し
ていた。
上記の３区間についてドライカッターによる

コア採取を実施し，採取したコアとコアを採取し
た後の採取孔の観察を行った。なお，調査は夜間
に実施し，調査日の前日には降水量0.5㎜ 以下の
降雨があったものの，調査時点では路面は乾燥
していた。
⑵　調査結果
表－９に調査区間において採取したコアおよ

びコアを採取した後の採取孔の状況を示す。ひ
び割れが最も多く発生していた区間Jから採取
したコアでは，アスコン層内に連続した空隙が

生じていた。また，コア採取孔の側面から水の染み出
しが確認された。その後も継続して採取孔を観察した
結果，図－６（次ページ）のように時間の経過に伴い
水が染み出した箇所の面積が増大していることが確
認された。このことより，区間Jの層間部分に滞水が
生じていること，さらにその滞水量は少なくなく，降
雨後も長期に渡りアスコン層内に残存していたことが
わかった。ひび割れが次に多く確認された区間Lにお
いても，アスコン層内に連続した空隙が発生しており，
滞水も生じていたことが確認された。一方，ひび割れ

表－９　コアおよびコア採取孔の状況（2019年度）

区間 採取したコアの状況 コア採取の状況

J

K

L

表－８　2019年調査区間における路面の損傷状況

区間 路面の状況（白線がひび割れ）

J

K

L
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がほとんど生じていなかった区間Kでは，アスコン層
内に連続した空隙や滞水は確認されなかった。
以上の結果より，新設後に早期劣化が生じた区間に
おいても，アスファルト混合物層内の滞水が劣化を促
進させたものと考えられ，2017年調査の結果から推察
された劣化メカニズムの初期段階にあるものと考えら
れる。特にアスコン層内に連続した空隙が確認された
区間Jや区間Lでは，今後層間剥離に進展し，その後
路面のひび割が加速度的に進行していく可能性が高い
と考えられる。

５．おわりに
本研究では，アスファルト舗装の早期劣化メカニズム

を確認するため，実際に早期劣化が生じた複数の区間を
対象に，開削調査やコア観察等の調査を実施した。2017
年度の調査では，劣化の進行度合いが異なる同一路線
内の３つの早期劣化区間を対象に開削調査等を実施し，
アスコン層内の滞水や層間剥離が生じていることを確
認し，それらに起因する劣化のメカニズムを推察した。
続いて2018年度の調査では，複数の路線の早期劣化区
間やその近傍で採取したコアの観察により，ひび割れが
生じていないコアにも滞水や層間剥離が確認されたこ
とから，ひび割れを通じて浸透した水が横方向に進行し，
滞水および層間剥離につながったことを確認した。さら
に，2019年度の調査では新設後に早期劣化が生じた区
間を対象にコア観察を行い，劣化メカニズムの初期段階

にあることを確認した。
本研究で調査を実施したいくつかの工区でも確認さ

れたとおり，アスコン層の劣化が進行すると最終的に
は粒状路盤への浸水により粒状路盤が劣化し，路盤以
下の支持力が低下してしまい，一層早期劣化が生じや
すい状態となってしまうことが危惧される。そのため，
早期劣化が発生した際はアスコン層内の滞水や層間剥
離の発生状況を確認し，修繕時には，それらが発生し
ている箇所より深く切削して切削オーバーレイを実施
するなど，発生箇所を残さないようにすることが重要
である。そのための確認手段として，今回実施したよ
うなドライカッターを使用したコア採取が有効である
と考えられる。
一方、こうした劣化が発生しないようにするために

は，アスコン層内に水が浸入しないよう，ひび割れが
発生した早期の段階でひび割れ注入などの維持工法を
実施することも重要である。また，水が浸入した状況
でも層間に空隙が生じないよう，施工時の層間の接着
性を向上させるため材料の開発や接着性の評価手法の
確立も必要である。
今後も早期劣化事例の調査を実施し，その発生メカ

ニズムや適切な調査方法，対策工法の確立に向けて検
討を進めていく予定である。

──　参考文献　──
１）国土交通省道路局：舗装点検要領，2016.

図－６　コア採取孔における水の染み出し（区間J）（左：コア採取直後，右：コア採取30分後）
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１．はじめに 
舗装点検要領１）が平成28年に策定され，路盤以下

の構造健全性を重要視した維持管理が進められ，点検
体系の構築と，表層機能保持段階の措置が求められ，
指針類２）も策定されている。路盤が損傷するとその対
策は費用と期間とも増大し，社会的影響はさらに大き
くなる。たとえば舗装路面に生じたひび割れ等の損傷
を放置すると，雨水が浸透して路盤の支持力が低下し，
舗装構造全体の損傷につながる。
舗装表層に損傷が発生した場合の措置としては，ク
ラックシールやパッチングが行われている。舗装全体
の健全性を損なう前に表層の保護機能をある程度回
復させようとする，予防的な保全措置である。しかし，
これらの方法は表層の破損についていえば事後的な措
置に過ぎず，ひび割れ範囲の拡大や新たに生じるひび
割れ等の変状を防止できるものではない。また，ひび
割れ発生後速やかに措置できるとは限らず，シール等
の措置実施までの間に下層損傷は進行してゆく。
舗装の表面処理工法は，舗装表面を薄層で保護するこ

とにより路面を平滑化し，騒音や振動の低減，快適性向
上や景観上の更新効果が得られる。さらに，表層および
下層の破損に対する保全効果も期待する工法で，舗装点
検必携等３，４）にも示されている措置のひとつである。し

かしながら，どのような交通や環境条件，損傷段階で適
用すれば延命につながるのかは明らかになっていない。
本報では，これらの工法の適用方法の確立を目的に

土木研究所と日本アスファルト乳剤協会で実施してい
る共同研究の概要紹介として，試験施工による効果検
証５）の経過と一部結果を報告する。

２．表面機能保持のための舗装の予防的修繕
2. 1　アスファルト舗装の損傷
アスファルトは結合材としては安価な材料で，快適

な舗装路面を迅速に作ることができる特徴を持つ一方，
日照や雨水等の気象作用により劣化が進行する。材料
劣化に伴い舗装表面でひび割れや骨材飛散等が一旦発
生すると，水分が下層に浸透して進行拡大し構造的な
破損につながる。
路盤以下の構造的破壊に到る前に表層の機能を維持

するのが予防保全型の維持管理の基本的な考え方であ
る。とくに，舗装厚が薄い生活道路をはじめとした軽
交通道路では，交通荷重による疲労等よりも気象作用
による劣化が主因となることが多く，表層の維持がよ
り重要になる。したがって，舗装表面のアスファルト
の劣化予防や遮水性の向上による予防保全対策の有効
性が高いと考えられる。

 * ささき　いわお　国立研究開発法人土木研究所 iMaRRC
 ** にった　ひろゆき　国立研究開発法人土木研究所 iMaRRC

アスファルト乳剤を用いた表面処理工法による
表層機能保持

(Maintenance of Pavement Surface Functions by Surface Treatment using Asphalt Emulsion)

佐　々　木　厳*・新　田　弘　之**
（一社）日本アスファルト乳剤協会技術委員会

舗装点検要領にもとづく路盤以下の構造健全性を重要視した予防保全型の維持
管理において，表層機能保持段階の措置が求められている。表層の維持修繕として，
フォグシール，チップシール，薄層表面処理等の，表層破損の予防保全が可能となる
工法の活用が期待されるが，延命効果や適用条件が明確になっていない。その課題
解決のために実施している共同研究の調査から，損傷状態や交通条件が異なる箇所
での試験施工における供用数年後までの結果をもとにした延命効果等の適用性評価
結果を報告する。

特集・最近のアスファルト事情
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2. 2　表層機能の低下と対策
舗装の表層機能は，安全かつ快適な路面となる適度

に平滑な表面を提供することが第一義である。これに
加えて，平坦な路面を実現するための荷重分散機能と
ともに，路盤をはじめとした下層の保護がある。前述
のとおり下層損傷の主要因は浸透水であることがわ
かっており，表層全面にわたる遮水性が重要となる。
表層の遮水性を確保するためには，締固め度が高く

空隙が少ない施工を行うとともに，施工目地等の不連
続部の適切な処置，ひび割れ等の供用中の破損の抑制
が必要である。舗装の設計では表層のひび割れがなる
べく生じないように配慮するものの，曲げ疲労ひび割
れ（主にボトムアップひび割れ），または材料劣化に
よる柔軟性低下で生じる表面ひび割れ（主にトップダ
ウンひび割れ）や骨材飛散などが供用に伴い進行する。
いずれも，表層を貫通するひび割れに到れば水分が浸
透し舗装構造が加速度的に損傷してゆくことになる。
ひび割れ等の路面損傷の保全対策としては，ひび割
れ幅が大きくなった場合にはクラックシールなどが，
また，微細なひび割れや予防的な措置としては表面処
理工法がある。
2. 3　表面処理工法
舗装の表面処理工法は，平滑で快適な路面を道路利
用者に提供するとともに，遮水等により下層を含めた
舗装全体の延命をはかることを目的とする工法である。
既存の路面にひび割れ発生抑制や封止のための保護層
を兼ねた新たな被膜を形成することにより，路面の更
新をはかる。使用材料や骨材等により，フォグシール，
チップシール，薄層表面処理などの様々な工法がある。
⑴　フォグシール
アスファルト乳剤を薄く散布する最も簡便で安
価な表面処理工法で，ひび割れや表面の空隙を充
填し，路面を若返らせることを期待する。
⑵　チップシール
アスファルト乳剤で骨材を単層
あるいは複層に仕上げる表面処理
工法であり，予防的保全措置とし
て１㎝ 弱の厚さをもった保護層を
散布により形成することが多い。
⑶　薄層表面処理
アスファルト乳剤等を用いたス
ラリー状の混合物を薄層で敷きな
らすもので，面荒れした既設舗装
のきめ深さの改善と，ひび割れの

発生抑制をはかるものである。重交通路線向けの
マイクロサーフェシング工法の材料や施工法を改
良したものとして平成10年代に開発され，生活道
路から重交通路線まで広く適用できる。

３．試験施工による評価
本研究ではアスファルト舗装への表面処理工法に着

目し，室内試験および試験舗装によりその効果の検証
と適用条件の評価を行っている。
3. 1　試験施工箇所と既設舗装の状態
適用可能な交通条件の把握とともに，延命効果の検
証を比較的短期間に行うために，軽交通から重交通路
線までを対象に試験施工で評価を行った。既設舗装の
損傷に関する適用範囲の調査として，ひび割れ状態や
下層の健全性が異なる路線を含むように，つくば市内
の道路舗装から試験箇所の選定を行った。試験箇所の
概要を表－１に示す。表面処理工法は構造的な保全措
置にはならないため与条件としての下層状態の把握
は重要であり，その目安となるひび割れの進行方向を
推定した。ひび割れの進行方向は採取コアの観察から，
下層の損傷状態はFWD試験のD0たわみ量とその評価
指標４）ならびに箇所ごとの補修履歴等から判断した。
3. 2 表面処理工法と材料
試験施工に用いた表面処理工法とその使用材料を

表－２（次ページ）に示す。各工法の延長を10mとし，
薄層表面処理工法では試験箇所①と②にて，クラック
シールとの併用工区も設定した。
3. 3　現道での試験施工と追跡調査
試験施工箇所における施工状況の例を写真－１（次
ページ）に示すように，施工性に問題はなく良好な仕
上がりが得られた。施工前と施工５日後以降に路面性
状調査を行い，さらに供用期間に応じて追跡調査を継

表－１　表面処理工法の試験施工箇所

No. 交通量 下層状態*
D0たわみ（μ）

表層供用期間
（施工時） ひび割れ率* テクスチャ

きめ深さ

① 重 損傷-大 505 <５年 2.2%
（路盤から進行）  0.46㎜ 

② 重 損傷-中 491 7.5
（路盤から進行） 　粗い 0.88㎜ 

③ 重 損傷-中 395 15年< 14.2  0.54㎜ 

④ 中 損傷-小 421 15年< 2.8
（表面から進行） 　粗い 0.72㎜ 

⑤ 軽 健全 210 10-15年 0.1  0.58㎜ 

⑥ 軽 健全 542 <５年 0.2 細かい 0.35㎜ 

*下層状態とひび割れ方向は，たわみ量およびコア観察からの推定



15Vol. 63 No. 236（2021年）

続して行っている。
調査項目は，基本的な路面性状としてのひび割れ
率と形状，わだちと平たん性の評価としての縦横断
の路面プロファイルのほか，舗装の構造劣化ならび
に路面の機能性を評価している。構造評価について
は，下層の支持力変化をFWDによるたわみ量から調
べているほか，その要因となる下層への水の浸透状
況について，調査方法の提案を含めて検討している。
路面性能としては，すべり摩擦と表面きめ深さにつ
いて，機器による精密な測定とともに，簡易な方法の
適用性について比較検討した。
3. 4　舗装損傷と路面機能の調査結果
3. 4. 1　表層のひび割れ
表面処理工法の効果は，表層アスファルトの材料劣
化防止と遮水性の付与であるが，紫外線遮蔽による材
料劣化については室内試験や長期供用後の評価を待つ
必要がある。ここでは，水の浸入抑制効果に直結する
ひび割れ封止と再劣化の調査結果を示す。
⑴　ひび割れ状況の変化
表面処理工の施工前から供用数年までのひび割
れ状況の変化例を図－１に示す。まず，交通量が
多い試験箇所②での試験施工前のひび割れ状況は，

測点30-40mのOWPである程度ひび割れが
進行し，それ以外ではひび割れが発生しはじ
めている段階であった。薄層表面処理の施工
区間では，0.5年経過後まではひび割れは完
全に封止され，その後の再発も限定的である
ことがわかる。一方，無処理の現状区間では，
ひび割れ密度が増えているとともに，ひび割
れ範囲が拡大し連続していることがわかる。
舗装構造，気象環境，交通条件，損傷段階が
同じである区間に対して，表面処理工により
ひび割れの進展（範囲の拡大）を抑制できて
いることを示す事例である。

交通量が中程度で下層支持状態が良好である試
験箇所④では，初期ひび割れが散在していた無処
理区間ではひび割れの進行拡大がみられているの
に対して，フォグシールでは2.2年後に初期ひび
割れの発生がみられ，チップシールでは現状路面
にひび割れがあった部位を含めてひび割れは全く
生じていない。図には示していないが，薄層表面
処理工区ではいずれも有意なひび割れは見られて
いない。交通条件や損傷段階によっては，これら
の簡易な措置により損傷進行を少なくとも数年程
度は抑制できることが示唆される。
既設路面のひび割れが進行した段階の重交通

路線で表面処理を行った試験箇所③では，供用に
応じて既存のひび割れがその密度と範囲とも拡大
し，新たな初期ひび割れも一部生じている。フォ
グシールは，施工直後に既存ひび割れに沿ってひ
び割れが再発しているが，ひび割れ密度と範囲の
拡大が無処理と同様であるかについては今後の追
跡調査が必要である。一方，薄層表面処理は連続
したひび割れのある区間に施工しているが，2.2年
後までのひび割れの再発はその一部にとどまって
いる。

表－２　試験施工に用いた表面処理工法

工法名 主な結合材料 骨材 塗布量㎏ /㎡ 

フォグシールA 改質アスファルト乳剤（汎用グレードPKM-T） － 0.6～1.0

フォグシールB ポリマー改質アスファルト乳剤 － 0.4～0.8

チップシールA 改質アスファルト乳剤 砕石７号 7.4

チップシールB 改質アスファルト乳剤 単粒砕石　5-8㎜ 10.3～10.8

薄層表面処理A 改質アスファルト乳剤 細骨材 1.8～2.3

薄層表面処理B 弾力性改質アスファルト乳剤 硅砂 0.6～0.9

薄層表面処理C アスファルト乳剤およびセメント 細骨材 1.9～2.6

写真－１　薄層表面処理の施工状況（薄層表面処理A）
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⑵　ひび割れ率の推移
これらの変化をひび割れ率として図示したの
が図－２である。薄層表面処理の施工により路面
は一新されるが，供用年数とともに全体としてひ
び割れが進行してゆくことがわかる。交通量が多
くひび割れが進行している条件での適用である
図－２（a）では，前述のひび割れ図からもわかる
ようにフォグシールではその損傷を修復するこ
とは困難で，薄層表面処理でもその効果は数年程
度であるとみられる。下層が損傷している場合で
も遮水性の向上による延命の期待ができるもの
の，ひび割れの進行状況と表面処理層のひび割れ
追従性など検討すべき項目が多いと考えられる。
一方，交通量が多くない箇所の結果である図－
２（b）ではこれとはやや異なり，フォグシール
では短期間であるが，チップシールでは2.2年後
もひび割れの再発は生じていない。施工前のひび
割れ率が異なるため単純比較はできないものの，
薄層表面処理でもひび割れ率は低く維持できて

いる。下層の状態が比較的健全で交通量が多くな
ければ適用性が高いことが示唆される。
図－２（c），（d）は，重交通区間でクラックシー

ルと薄層表面処理を併用した場合の結果である
が，ひび割れが一年以内に再発するか否かが両箇
所で大きく異なる。試験箇所①では，0.5年後には
施工前のひび割れ率に戻り，さらに施工前よりも
損傷が進行しつつある傾向がうかがえる。この箇
所は下層損傷が大きい状態で表層のみを切削OL
した区間であり，舗装表面の封止のみでは延命効
果が得られなかったものとみられる。一方，試験
箇所②では，比較工区のひび割れ率が増加傾向に
あるが，薄層表面処理すると一定期間ひび割れの
再発を抑制でき，2.2年後でも施工前よりはひび
割れ率の小さな状態を維持できている。表面処理
の効果は舗装の構造的健全性に大きく影響を受
けることが確認できる。
施工前と供用後のひび割れ率に着目すると，無

処理の比較工区やフォグシールでわかるように，

図－２　表面処理工法施工前後のひび割れ率の推移
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供用期間を経るとひび割れ率は上昇している。そ
の中で，表面処理工法によりひび割れを一定期間
抑制できることは舗装の延命に有効であること
が示唆される。ただし，損傷進行の抑制がどの程
度であればライフサイクルを通じた適用効果が得
られるのか，費用便益等を検討し判断することが
求められる。なお，表面処理されている場合には，
路面上にひび割れが見られていても塗布材料がひ
び割れ内部に浸透し遮水効果を有している可能性
もあることから，実際の遮水性を面的に評価する
ことも有意義である。

3. 4. 2　遮水性評価の試行
ひび割れや締固め不良箇所等があると，それが微細
なものであっても雨水が下層に浸透し舗装全体の破
損につながる。表面処理の遮水性の評価として，
ひび割れ部からの水の浸透状況の評価を試みた。
図－３の例に示す測点で透水試験を行って水分
浸透の有無を調べた。図中の薄層表面処理Aで
は，供用2.5年後に塗膜の消耗やひび割れの再発
があっても，水が浸透しなかった。その一方，隣
接した無処理の比較工区では，ひび割れ箇所か
ら数ℓ/hr以上の水の浸透が観察された。今後，
定量的な調査方法を定め，調査結果を重ねて遮
水による延命効果を把握する必要がある。
3. 4. 3　路面機能と表面処理工法による改善効果
舗装表面の粗さ（テクスチャ）が変化すると，
走行車両による振動や騒音，すべり抵抗等が変化
する。損傷が進みつつある既設舗装の耐久性向上

とともに，路面粗さをはじめとした表面機能の回復は，
表面処理工法の主目的のひとつである。
レーザセンサ（CTメータ）による路面粗さの調査

結果を図－４に示す。図－４（a）からわかるように，
表面処理の施工により路面のきめ深さは平滑化し，適
度なテクスチャとなっている。既存路面が荒れきめが
深くなっていた場合には，工法の特徴から薄層表面処
理の改善効果がはっきりとわかり，既存路面にσ1㎜ 
程度の荒れがあっても0.5㎜ 程度の平滑面に整生でき
ることがわかる。
図－４（b）に示す無処理の比較工区の供用前後の

変化では，きめ深さ0.5㎜ 以下の現状路面を継続使用
した箇所の全てで面荒れが進行していることがわかる。
一方，表面処理すると，施工直後の路面状態を供用後

図－３　ひび割れ部から下層への浸透水調査測点の例
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図－４　舗装表面処理工による路面粗さの変化
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もおおむね維持している。これは，塗布した処理材が
既存路面の谷部に残り機能を発揮しているためと考え
られ，路面の状態が異なることは図－３からもわかる。
ひび割れ部や谷部の処理材は容易に劣化や脱落するも
のではなく，ひび割れが進展した場合には交通荷重等
により再充填される可能性も期待されるため，前述の
遮水性を含めて改善効果を検証する予定である。

４．まとめ
舗装の劣化損傷に対する最適な措置技術の確立とし
て，土木研究所と日本アスファルト乳剤協会では表層
機能保持のための共同研究を行っている。予防保全が
可能となる表面処理工法に着目した試験施工調査の結
果をまとめると次のとおりとなる。
○ ひび割れ率が数%以内または交通量が多くなけ
れば，下層の損傷程度に応じてひび割れの再発や
進展の抑制等による延命効果が期待できる
○ 下層の損傷が大きい場合は表面処理工法による延
命効果が限定的であり，適用にあたり構造健全性
の評価が必要である
○ 表面処理による平滑な路面は数年後も維持され，
さらに遮水効果も保持している可能性が高い
表面処理工法の種類によって保護膜自体の耐久性や
舗装表層の延命効果には差がみられた。フォグシール
と薄層表面処理では施工単価や補修サイクルも異なっ

てくる。ひび割れ抑制をはじめとした損傷防止による
舗装の延命効果を定量的に把握し，ライフサイクルを
分析して大規模修繕にいたる前の表面機能の維持管理
方法として集約整理する必要がある。また，遮水性や
アスファルト劣化防止の効果について，試験評価法と
判定指標をあわせて策定することにより，これら工法
の適用の目安を示すため，引き続き試験調査を続ける
予定である。
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試験施工による検証は，茨城県土浦土木事務所なら
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１．はじめに
本共同研究は，平成28年２月から令和元年７月の期
間で阪神高速道路株式会社／株式会社高速道路総合技
術研究所／一般社団法人日本改質アスファルト協会に
より，ポーラスアスファルト混合物の劣化を考慮した
高耐久型ポリマー改質アスファルトH型およびそれを
用いた混合物の性能規格案を設定することを目的に実
施された。
本共同研究では，高耐久型ポリマー改質アスファル
トに関して，バインダおよび混合物の性能規格値案の
提案や回転式舗装試験による耐久性の検証およびライ
フサイクルコストを考慮した目標耐用年数の設定など
多岐にわたる検討がなされた１）。
本報では，共同研究の成果として得られた高耐久ポ
リマー改質H型のバインダ性能規格案および設定根拠
に焦点を絞り紹介する。

２．背景
ポーラスアスファルト舗装に用いるポーラスアス
ファルト混合物（以下，ポーラス混合物）は，高い耐流
動性や剥離抵抗性を有しているが，長期供用中にポッ
トホールや剥離，わだち掘れ，ひび割れ，ずれ等の損

傷が顕在化し，補修が必要となっている現状がある。
これらの損傷を低減するため，一般的にポーラス混

合物のバインダとして使用するポリマー改質アスファ
ルトH型（以下，改質H型）の耐久性を高めた高耐久
型ポリマー改質アスファルトH型（以下，高耐久H型）
が開発され，阪神高速道路では，設計基準２）に長期耐
久性が望まれる場合に高耐久H型を使用することが選
択肢として記述されている。しかし，その品質規格は，
関連図書にも一切定められていないのが現状である。
また，改質H型と高耐久H型の耐久性の比較を目的
に実施された試験施工において，現場切取り供試体の
疲労試験を室内で実施したところ，疲労破壊回数は高耐
久H型の方が大きいものの，未劣化混合物の疲労破壊
回数と８年供用後の疲労破壊回数の低下度合いは，改
質H型と比較し高耐久H型が約30倍大きい結果となっ
た３）。この結果から，長期間供用した場合，両者の疲労
抵抗性が経年劣化により逆転することが懸念された。
これらを踏まえ，バインダの劣化を考慮した高耐久

H型およびそれを用いた混合物の性能規格案を設定
することを目的に，日本改質アスファルト協会（以下，
協会）会員で改質H型および高耐久H型を対象に，バ
インダおよび混合物の共通試験を実施した。

飯　高　裕　之*・青　木　康　素**・菅　野　勝　一***

特集・最近のアスファルト事情

 * いいたか　ひろゆき　一般社団法人日本改質アスファルト協会　技術委員
 ** あおき　やすもと　阪神高速道路株式会社　技術部　技術推進室
 *** かんの　しょういち　株式会社高速道路総合技術研究所　道路研究部　舗装研究室

ポーラスアスファルト混合物の劣化を考慮した高耐久型ポリマー改質アスファル
トH型およびそれを用いた混合物の性能規格案を設定することを主目的として，阪
神高速道路株式会社，株式会社高速道路総合技術研究所および一般社団法人日本改
質アスファルト協会の三社で共同研究を行った。
本稿では，この共同研究の成果として得られた高耐久型ポリマー改質アスファル
トH型のバインダ性能規格値（案）について設定根拠を合わせて紹介する。

ポリマー改質アスファルトの劣化指標と性能規格化に
関する共同研究について

高耐久型ポリマー改質アスファルトの性能規格値案と設定根拠の紹介
(Joint Research on Deterioration Index and Performance Standardization of  Polymer Modifi ed Asphalt)
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３．性能規格の決定における留意点
高耐久H型のバインダ性能規格を決定するにあたっ
て，留意した点を以下に示す。
① ポーラス混合物に求められる性能と高い相関があ
る指標である。
② 規格値により，改質H型を用いたポーラ
ス混合物と明確な差別化ができる。
③ バインダが供用により劣化した場合にお
いても，ポーラス混合物の耐久性を担保
できる。

４．評価材料
4. 1　バインダの概要
バインダは，協会各社の改質H型（A～F）
および高耐久H型（G～L）を評価対象とした。
表－１に評価したバインダの代表性状を示す。
各社の改質H型と高耐久H型の性状を比較
すると，全体的に高耐久H型は粘度が高い傾
向にある。これは，高耐久H型は改質H型に
比べて骨材把握力や剥離抵抗性を高めるため，
SBSなどの高分子材料が多く配合されている
ためである。
4. 2　混合物の概要
ポーラスアスファルト混合物（13）４）を評

価混合物とし，骨材には株式会社高速道路総
合技術研究所から提供された６号砕石，砕砂，
石粉を用いた。
表－２に混合物の概要を示す。

５．評価項目
本共同研究では，多岐にわたるバインダお
よび混合物性状の評価を実施したが，本報で
はバインダの性能規格値案の設定に関連した

評価項目のみを抜粋して以下に示す。
5. 1　バインダの評価試験方法と評価指標
バインダに関しては，針入度，軟化点および伸度に加

え，アスファルト混合物性状と相関が高いと考えられ
る以下のバインダ性状試験についても評価指標とした。

表－１　バインダの種類とその代表性状

表－２　評価した混合物の概要

項目
ポリマー改質アスファルトH型 高耐久ポリマー改質アスファルトH型

A B C D E F G H I J L

針入度 1/10㎜ 25℃ 60 61 52 55 51 49 52 57 51 58 42

軟化点 ℃ ‒ 103.0 101.0 97.0 89.5 98.0 99.0 101.5 91.0 92.0 97.5 93.0 

粘度 mPa・s

120℃ 18200 13325 15150 6290 9000 6200 15750 10800 12800 11860 18300

150℃ 3325 3063 1457 1280 1565 1800 3900 2720 1805 2050 3250

180℃ 625 970 433 420 550 400 1200 920 583 658 1050

伸度 ㎝ 
7℃ 43 81 35 71 60 43 55 79 63 61 60

15℃ 91 102 99 98 111 100 93 83 79 79 86

項目 決定配合

粒度範囲および
基準値４）室内決定配合

６号砕石 80.7

砕砂 9.5

石粉 4.8

改質H型 5.0

合成粒度

19㎜  % 100 100

13.2 % 96.8 92～100

9.5 % 77.6 62～81

4.75 % 24.4 10～31

2.36 % 14.7 10～21

1.18 % 11.0 ‒

0.6 % 8.8 4～17

0.3 % 7.3 3～12

0.15 % 5.6 3～8

0.075 % 4.5 2～7

マーシャル
特性

理論密度 g/㎤  2.485 ‒

基準密度 g/㎤  1.995 ‒

アスファルト容積率 % 9.6 ‒

空隙率 % 19.7 20程度

骨材間隙率 % 29.3 ‒

飽和度 % 32.8 ‒

安定度 kN 5.25 4.9以上

フロー値 1/100㎝ 35.3 20～40

残留安定度 % 90.1 75以上

動的安定度 回／㎜ 6,300 3,000以上

透水係数 ㎝ ／sec 3.55×10‒1 1.0×10‒1以上

カンタブロ
損失率（20℃） % 7.1 20以下
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⑴  ポリマー改質アスファルトの曲げ試験
（以下，バインダ曲げ試験）
ポーラス混合物の骨材飛散抵抗性の指標である
カンタブロ損失率と高い相関のある曲げ仕事量およ
び曲げスティフネス５）に加え，同じ試験より得られ
る最大曲げ応力および最大曲げひずみを評価指標と
した。
⑵ エラスティックリカバリー試験
バインダの劣化度合いを評価できるとされている
弾性回復率を評価指標とした６）。
⑶ ダイナミックシアレオメータ試験（DSR試験）
アスファルト混合物の疲労ひび割れ抵抗性と高い
相関がある動的粘弾性状である損失せん断弾性率７）

に加え，同じ試験より得られる複素せん断弾性率を
評価指標とした。
表－３にバインダの評価試験方法と評価指標を示す。
5. 2　ポーラス混合物の評価試験方法と評価指標
混合物に関しては，ポーラス混合物のひび割れ抵抗
性の評価方法として曲げ試験を，骨材飛散抵抗性の評
価方法としてカンタブロ試験を選定した。
ポーラス混合物の評価指標と評価試験方法を表－４
に示す。

６．促進劣化方法の検討
本研究では，バインダの劣化を考慮した高耐久H型

の性能規格を決定することが目的である。したがって，
劣化前後のバインダおよびそれを用いた混合物性状を
把握する必要がある。
バインダの促進劣化は，舗装調査・試験法便覧に準

拠し，薄膜加熱試験（以下，TFOT試験）および加圧劣
化試験（以下，PAV試験）により実施した。TFOT試
験は，アスファルトプラントでアスファルト混合物を
製造する際にバインダが受ける加熱劣化を再現する試
験である。また，PAV試験は，TFOT試験後の試験体
に20時間実施することで，供用５～10年後のアスファ
ルトの劣化状態を再現できるとされている試験である。
そこで，劣化の定義を供用期間10年に設定し，それ

に相当するバインダの劣化を再現できる促進劣化方法
について検討を行った。
6. 1　現場採取試料のバインダ性状
バインダの促進劣化条件を決定するため，阪神高速

道路において平成８年（供用約20年）および平成19年
（供用約10年）に施工されたポーラス混合物を現場か
ら採取し，その試料から抽出した改質H型の性状試験
を行った。現地試料の性状試験結果を表－５に示す。
供用初期の性状は定かではないが，供用年数が長い

ほど現地試料の針入度は小さく，軟化点が高い値を示
した。
表－１のようにバージンの改質H型の針入度は

50～60程度が一般的であることから，10年間の供用
により針入度が20～30（1/10㎜ ）に低下することが推
定された。

6. 2　促進劣化条件の設定
改質H型の針入度が20～30（1/10㎜ ）になる促進劣

化方法を決定するため，TFOT試験後のPAV試験の
時間と針入度の関係を確認した。
未劣化，TFOT後およびPAV試験による促進劣化
後の針入度の変化を図－１に示す。ここで，改質H型
および高耐久H型は，複数社のバインダを同じ凡例で
示している。

表－３　バインダの評価試験方法と評価指標

表－５　現地試料の性状試験結果

評価試験方法 評価指標

針入度試験 針入度（25℃）

軟化点試験 軟化点

伸度試験 伸度（7℃，15℃）

エラスティック
リカバリー試験 弾性回復率（5℃，10℃，15℃）

バインダ曲げ試験
（‒20℃）

最大曲げ応力

最大曲げひずみ

曲げ仕事量

曲げスティフネス

ダイナミックシアレオ
メータ（DSR）試験※１

損失せん断弾性率（5℃，10℃，20℃）

複素せん断弾性率（5℃，10℃，20℃）

※１　パラレルプレート：φ８㎜ ,　試料厚さ：２㎜ ，
周波数：0.1Hz・1Hz・10Hz

評価試験方法 評価指標

曲げ試験（‒10℃）

破断時の曲げ強度

破断時の曲げひずみ

曲げ仕事量

カンタブロ試験（‒20℃，20℃）
カンタブロ損失率（20℃）

カンタブロ損失率（‒20℃）

表－４　ポーラス混合物の評価試験方法と評価指標

試験項目
現地試料

平成８年施工 平成19年施工

針入度（25℃） 1/10㎜ 11 21

軟化点 ℃ 83.0 80.5
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TFOT試験およびPAV試験により改質H型および
高耐久H型の針入度が小さくなる変化の度合いに差異
は認めらなかった。そして，両者の針入度を平均的に
見た場合，針入度が20～30（1/10㎜ ）となるPAV試験
の時間は概ね48時間となった。
以上の結果より，本検討では，供用期間10年に相当

する劣化を再現する方法として，TFOT試験後に48
時間PAV試験による促進劣化加える条件を設定した。
設定したバインダの促進劣化フローを図－２に示す。

７．バインダの性能規格に関する検討
7. 1　バインダと混合物性状の相関性
改質H型と高耐久H型のそれぞれのバインダ性状

とポーラス混合物性状の相関を表－６に示す。なお相
関のまとめ方については既往の文献を参考とした８）。

図－１　TFOTおよびPAV後の針入度 図－２　バインダの促進劣化フロー
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表－６　バインダ性状と混合物性状の相関

バインダ性状

混合物性状

針入
度

軟化
点 伸度 弾性回復率 最大

曲げ
強度

最大
曲げ
ひずみ

曲げ
仕事量

曲げ
スティフネス

25℃ ‒ 7℃ 15℃ 5℃ 10℃ 15℃

1/10㎜ ℃ cm % MPa ‒ kPa MPa

破断時の曲げ強度 MPa ★ ★

破断時の曲げひずみ ‒ ★★ ★★★

曲げ仕事量 kPa ★★ ★★★★ ★

カンタブロ損失率（20℃） % ★★ ★★

カンタブロ損失率（-20℃） % ★

バインダ性状

混合物性状

損失せん断弾性率　G"

5℃ 10℃ 20℃ 5℃ 10℃ 20℃ 5℃ 10℃ 20℃

0.1Hz 0.1Hz 0.1Hz 1Hz 1Hz 1Hz 10Hz 10Hz 10Hz

破断時の曲げ強度 MPa ★ ★

破断時の曲げひずみ ‒ ★★ ★★ ★★★ ★★★ ★★★ ★★★

曲げ仕事量 kPa ★★ ★★ ★★ ★★★ ★★★ ★★★★

カンタブロ損失率（20℃） % ★★ ★ ★★ ★★

カンタブロ損失率（-20℃） %

バインダ性状

混合物性状

複素せん断弾性率　¦G*¦

5℃ 10℃ 20℃ 5℃ 10℃ 20℃ 5℃ 10℃ 20℃ 相関係数
（r） 評価

0.1Hz 0.1Hz 0.1Hz 1Hz 1Hz 1Hz 10Hz 10Hz 10Hz r≦0.5 ★なし

破断時の曲げ強度 MPa ★ ★ 0.5＜r≦0.6 ★

破断時の曲げひずみ ‒ ★★ ★★ ★★★ ★★★ ★★★ ★★★ 0.6＜r≦0.7 ★★

曲げ仕事量 kPa ★★ ★ ★★ ★★★ ★★ ★★★ 0.7＜r≦0.8 ★★★

カンタブロ損失率（20℃） % ★ ★★ ★ 0.8＜r≦0.9 ★★★★

カンタブロ損失率（-20℃） % ★ ★ 0.9＜r≦1.0 ★★★★★
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ここで，相関係数rが0.7より大きいバインダ性状と
混合物性状の組み合わせは以下の３つであった。
① バインダの曲げ仕事量と混合物破断時の曲げひず
み（以下，混合物曲げひずみ）および曲げ仕事量
② 損失せん断弾性率と混合物曲げひずみおよび曲げ
仕事量
③ 複素せん断弾性率と混合物曲げひずみおよび曲げ
仕事量
混合物曲げひずみは，疲労抵抗性の指標であり，大
きいほど疲労によるひび割れが生じにくいことが知ら
れている９）。
以上の結果から，試験の簡便性や汎用性を考慮し，
バインダ曲げ試験により得られる曲げ仕事量を，劣化
を考慮した混合物の疲労抵抗性の評価指標として選定
し，高耐久H型の性能規格を検討した。
7. 2　促進劣化によるバインダ曲げ特性
改質H型と高耐久H型について，促進劣化によるバ
インダ曲げ性状の変化を確認した。図－３～６に促進
劣化させた際のバインダの曲げ性状の変化を示す。な
お，ここでの試験結果は，改質H型については所有

メーカー５社，高耐久H型については所有メーカー４
社のバインダの平均値である。
① 改質H型および高耐久H型ともに，促進劣化によ
る最大曲げ応力の変化は小さかった。
② 改質H型および高耐久H型ともに，促進劣化に
より，最大曲げひずみと曲げ仕事量は小さくなり，
曲げスティフネスは大きくなった。
③ 促進劣化後の高耐久H型の曲げ性状を改質H型
と比較すると，曲げ応力は1.2倍，最大ひずみは4.0
倍，仕事量は2.4倍，スティフネスは1.7倍であった。
これらの結果より，促進劣化後の高耐久H型の曲げ

仕事量や曲げ最大ひずみは，未劣化の改質H型と同等
以上であることを確認した。
次に，鋼床版部など高い疲労抵抗性が求められる混

合物の規格にも採用されている10）混合物の曲げひず
みと，市販品のポリマー改質アスファルトのバインダ
曲げ仕事量の関係を図－７に示す。
なお，この試験結果は，再度，協会を代表して試験

を担当した数社の平均値である。
ここで，未劣化のバインダを用いたポーラス混合

図－３　促進劣化による最大曲げ応力の変化

図－４　促進劣化による最大曲げひずみの変化

図－５　促進劣化による曲げ仕事量の変化

図－６　促進劣化による曲げスティフネスの変化
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物の曲げひずみは，高耐久H型が最も大きく，改質H
型と明確に区別できるバインダ曲げ仕事量の閾値は，
1,000kPa程度であると考えられる。
この値については，既往の文献においても低温時に
おける脆性破壊の抑制といった観点からの妥当性が示
されている11）。
また，高耐久H型のバインダ曲げ仕事量は，劣化後
においても1,000kPa以上であり，高い疲労抵抗性を長
期間維持できることが期待される。

８．まとめ
① 高耐久H型は改質H型と比較し，劣化後において
も改質H型と同等以上の曲げ仕事量を有しており，
それを用いた混合物においても高い疲労抵抗性が
期待できる。
② 混合物の曲げひずみと高い相関があり，改質H型
と明確な差別化ができる，バインダ曲げ仕事量
1,000kP以上を，劣化を考慮した高耐久H型の性
能規格値として提案する。
また，バインダ曲げ仕事量が1,000kPa以上のバイン

ダの特徴として，曲げスティフネスが100MPa以下で
あったことも考慮し，最終的に本研究で提案した高耐
久H型の性能規格値案は表－７に示すとおりである。

９．おわりに
本共同研究では，劣化前および劣化後の混合物の疲
労抵抗性に関して，高耐久H型の優位性を確認し，そ
の性能を考慮したバインダの性能規格値等を提示した。

今後は，舗装の長寿命化によるライフサイクルコス
トの低減を目指すべく，本検討で得られた知見や性能
規格値を運用し，現場の供用性との関係からその妥当
性を検証していきたいと考えている。
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図－７　 バインダ曲げ仕事量と混合物破断時の
曲げひずみの関係
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評　価　項　目 規格値（案）

針入度（25℃） 1/10㎜ 40以上

軟化点 ℃ 80以上

フラース脆化点 ℃ ‒12以下

引火点 ℃ 260以上

薄膜加熱質量変化率 % 0.6以下

薄膜加熱針入度残留率 % 65以上

粗骨材の剥離面積率 % ５以下

バインダ曲げ仕事量（‒20℃） kPa 1,000以上

バインダ曲げスティフネス（‒20℃） MPa 100以下

表－７　高耐久H型におけるバインダの規格値（案）



26 ASPHALT

１．はじめに
アスファルト舗装は，供用中の交通荷重による変
形や，水，紫外線等が相互に作用することで，わだち
掘れやひび割れといった経年劣化が生じる。近年では，
弾性率向上や剥離防止を目的とした，様々な改質剤を
添加された改質アスファルトバインダの使用によって，
舗装の耐流動性が改善され，舗装寿命の延長が図られ
ている。
一方，空港滑走路のような高荷重がかかる舗装で
は，わだち掘れは改善されたものの，ポットホールの
発生が課題となっている１）。すなわち，河村らによれ
ば，雨水の浸透により基層以深のアスファルト混合物
が骨材とアスファルトの剥離により土砂化し，表層に
ポットホールなどの損傷として現れることが考えら
れている。
高速道路においては，高橋らによって開削調査が

行われ２），国内の高速道路計７路線12か所の調査を
通じ，舗装内部の供用中の変化について詳細な検証
が行われた３）。その結果として，主に見られる損傷形
態を，①疲労ひび割れ，②剥離・土砂化，③層間接着
力の消失，④アスベースの脆弱化，⑤路盤の湿潤化と
永久変形，という５つのパターンにまとめられた。こ
れらはいずれも，繰り返し荷重に加え，水の存在に
よる影響を無視できない。すなわち，特に基層以深で
起きる剥離によって路盤までが脆弱化し，表面に向
かってひび割れが成長し，新設の基層，表層の早期損
壊を引き起こしているという舗装損傷の進行過程が
示された。さらに，高速道路での調査によれば，表層
における損傷は目視や装置による調査より検知可能
で表層のみの修繕，打替えも可能であるが，舗装底面
から発生するひび割れなどの損傷は，表面に到達す
るまで探知できない上に，表面まで進行してしまう

アスファルト混合物の耐水性と新たな評価方法の提案
(Stripping in Asphalt Mixture and a Proposal for an Alternate Evaluation Method)

呉　　悦　樵*・野　口　健　太　郎**・瀬　尾　　彰***

特集・最近のアスファルト事情

 * う　ゆえちゃお　出光興産株式会社　機能舗装材事業部　アスファルト技術課
 ** のぐち　けんたろう　出光興産株式会社　機能舗装材事業部　営業企画課
 *** せお　あきら　出光興産株式会社　機能舗装材事業部　アスファルト技術課　課長

アスファルト舗装は，砕石，砂やフィラー等の骨材を，アスファルトを用いて結
合させアスファルト混合物とし，所望の性能を発現させている。またアスファルト
舗装は供用中の交通荷重による変形や，水，紫外線等が相互に作用することで，わだ
ち掘れやひび割れといった経年劣化が生じる。わが国では，経年劣化を予想する室
内試験方法として，交通荷重による塑性変形を測定するホイールトラッキング試験，
さらに水の浸入による骨材からアスファルトが剥離することに起因する舗装の損傷
を測定する水浸ホイールトラッキング試験が運用されているが，これらによって上
述の複数の劣化要因の関連性を見出すことは難しい。
本稿では，アスファルト混合物における剥離現象を，アスファルトと骨材との相
互作用の一形態と捉え，特に接着剤としてのアスファルトの機能に着目して考察し
た。さらにアスファルト混合物中の評価方法として，米国AASHTO規格や，BS EN
規格で規定されるダブルホイールトラッキング試験を用いることで，舗装の経年劣
化における塑性変形と剥離の相互作用を明らかにすることを試み，加えて接着剤と
してのアスファルトの機能の在り方を考察した。
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と舗装全層の打替えとなりかねないことの危機感も
訴えている。
このように，水の影響で生じる劣化は，現象として
認知されつつあるが，剥離の発現メカニズムおよび，
劣化進行過程において他の劣化要因との関連性は未だ
に究明されていない。
空港や高速道路などでの舗装損壊は，多大なる社会
損失に繋がるため，安全で長寿命な舗装を実現するに
は，舗装の劣化過程における水とその他の要素との相
互作用を解明することは大きな意味を持つ。
そこで本稿では，アスファルト混合物における剥離
現象を，アスファルトと骨材との相互作用の一形態と
捉え，特に接着剤としてのアスファルトの機能に着目
して検証した。具体的には，舗装損壊の主たる要因と
して水存在下における車輪走行による繰り返し載荷に
着目し，塑性変形と水との相互作用，すなわち剥離の
解明を試みた。これらを踏まえ，接着剤としてのアス
ファルトの機能の在り方を考察した。

２．接着剤としてのアスファルトの機能
アスファルトは古くから接着剤として利用されてき
たが，ここではアスファルト混合物中における，アス
ファルトの接着剤としての機能を改めて考察したい。
なお接着にかかわる用語を，JIS K 6900-1994（ISO 472: 
1988）「プラスチック－用語」に則り確認しておく。
接着：二つの表面が接着剤の助けをかりて，化学的
又は物理的力又は双方によってつなぎ合わされて
いる状態
接着剤：接着によって材料をつなぎ合わせることの

できる物質。
被着材：接着剤によって他の物体に固定され，又は
固定されようとしている物体。

ホット－メルト接着剤：溶融状態で塗布し，固体状
態への冷却中に結合を形成する熱可塑性接着剤

接着破壊：割れ目が接着剤と被着材の界面にあるこ
とが目に見える接着剤結合の破壊。

凝集破壊：割れ目が接着剤又は被着材の中にあると
目に見える結合たい積物の破壊。

以降，アスファルトを接着剤，もしくは熱可塑性接
着剤，骨材を被着材として，それらの相互作用を考察
する。
2. 1　接着の原理（３要素）
接着の原理は諸説あるが，通常，図－１に示す３種
類に分類される。また実際の接着ではこれらの結合が
総合的に作用し，接着の条件によりその割合は異なる
と考えられており，次のように説明される。
a）投錨効果（アンカー効果）による結合：
被着材表面の凹凸に，接着剤が入り込み，抜け

なくなることによる，機械的な結合。
b）分子の相互拡散による結合：

接着剤と被着材が，それぞれの分子レベルで相
互に拡散し，結合する。

c）分子間の相互作用による結合：
接着剤と被着材を構成する分子同士が，極性

（電気的なプラスやマイナス）等により結合する。
構成する分子や，接着剤と被着材の境界面（界面）
の条件により，次の３種類の形態をとり得る。

図－１　接着における結合の種類

投錨効果（アンカー効果） 分子の相互拡散 分子間の相互作用
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i）ファンデルワールス力による結合
接着剤と被着材を構成する分子内に生ずる局所
的な（電気的な）プラスやマイナスによる弱い結
合。接着剤と被着材表面の分子が，極めて近くに
接近しているときにのみ作用する。オランダの物
理学者Johannes D. van der Waalsが発見したこ
とによる命名。
ii）水素結合による結合
接着剤と被着材を構成する分子内に定常的に存
在する，電気的なプラスやマイナスの引き合いに
よる強い結合。ファンデルワールス力の約10～
30倍の強さ。
iii）共有結合による結合
接着剤と被着材を構成する分子同士が，化学
的に結合することで生ずる強い結合。ファンデル
ワールス力の約500倍の強さ。

2. 2　アスファルト混合物中の接着
アスファルト混合物中において，アスファルトと骨
材は，前節で示したａ）投錨効果（アンカー効果）およ
びｃ）分子間の相互作用による結合によって接着して
いると考えられる。（アスファルトと骨材が，分子レ
ベルで相互に拡散し結合しているとは考えにくい。）
そこで，これらの結合を大きくする方法を明らかにし，
アスファルトが骨材と強く接着する，すなわち剥離抵
抗性を向上させる条件や方法を具体的に考察したい。
2. 2. 1　 投錨効果（アンカー効果）による結合を大き

くする条件，方策
接着剤が被着材の凹凸に十分に入り込み，かつ剥が
れようとした際に「抜けない」「千切れない」ことが必
要である。
このため接着剤であるアスファルトは，被着材で
ある骨材と混合される温度域において，骨材表面の凹
凸に追従し，十分に入り込む程度に粘度が低いことが
好ましい。また供用温度域では，抜けない程度の弾性
率，千切れない程度の引張強度を有することが好まし
い。なおアスファルトの粘度や弾性率の好ましい閾値
は，現在のところ明らかにされていない。
たとえば改質アスファルトの適用は，供用時の弾性
率上昇，もしくは「千切れない」ことを目的としてい
ると考えられる。しかし改質アスファルトは混合温度
域での粘度が高いため，投錨効果による剥離抵抗性を
向上させるためには，混合温度域でのアスファルトの
粘度を下げる，もしくは混合温度を上げる等に留意し
「凹凸に十分入り込ませる」ことが必要である。なお中

温化等を目的として混合温度を下げる際には，通常の
混合温度に比べ投錨効果が小さくなる可能性があるこ
とに留意する必要がある。
また骨材表面には，適度な凹凸があるほうが投錨効

果による結合を向上させやすい。骨材産地により表面
の状態は異なるので，留意する必要がある。
2. 2. 2　 分子間の相互作用による結合を大きくする条

件，方策
骨材とストレートアスファルトのみによるアスファ

ルト混合物は，上述の投錨効果と，ファンデルワール
ス力で接着していると考えられる。
また骨材からアスファルトが剥離する主要因と考え

らえる水（水分，H2O）は，骨材表面に水素結合により
結合する。ここでアスファルト混合物の周辺に水が存
在する場合，水は，アスファルトと骨材の界面に入り
込み，（弱いファンデルワールス力で接着している）ア
スファルトの代わりに，（強い水素結合で）骨材表面に
結合する。このため投錨効果が十分でない場合，アス
ファルトが骨材表面から剥離する可能性がある。
したがってアスファルトと骨材を強く接着させ，剥

離抵抗性を向上させるためには，十分な投錨効果に加
え，アスファルトと骨材を水素結合以上の分子間の相
互作用で結合させることが有効である。
いわゆる剥離防止剤と呼ばれる薬剤は，アスファル

トに溶解させておくことで，混合の際にアスファルト
と骨材との間に水素結合を形成させることを意図して
開発されている。ただし薬剤の分子構造や種類により，
得られる水素結合の大きさが異なり（剥離防止効果の
大きさが異なり），場合によっては水と骨材の水素結
合よりも弱い結合しかえられず，十分な剥離防止効果
が得られない場合があるため留意が必要である。
またアスファルトと骨材の結合として，水素結合より

もはるかに強い，共有結合を形成させる方法も考えられ
る。これについては次章以降で可能性を例示したい。
なお分子間の相互作用による結合の大きさは，アス

ファルト混合物の製造（混合）から供用に至る温度範
囲において，通常変わることはない。（混合時に蒸発や
分解する薬剤を選択した場合などは，剥離防止効果を
期待できない。）

３． アスファルト混合物の室内評価による塑性変形と
剥離の相互作用の検証
前章では，アスファルト混合物中のアスファルトと

骨材との相互作用を，特に接着剤としてのアスファル
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トの機能に着目して考察し，アスファルトが骨材と強
く接着する，すなわち剥離抵抗性を向上させる条件や
方法を考察した。
本章では，アスファルト混合物の室内評価を通して，
舗装の経年劣化における塑性変形と剥離との相互作用
を明らかにすることを試み，さらに接着剤としてアス
ファルトの機能の在り方を考察する。
3. 1　検討方針
わが国では，経年劣化を再現する室内試験方法とし
て，交通荷重による塑性変形（わだち掘れ）を測定す
るホイールトラッキング試験（WT試験）や，水の浸
入による舗装の破壊を測定する水浸ホイールトラッ
キング試験（水浸WT試験）が提案され，運用されて
いる。

WT試験は気中において混合物の耐流動性を評価し，
供試体中央に確認される塑性変形量のみを測定する。
また改質アスファルト混合物の評価においては，規定
走行回数（1260回）では供試体の破壊に至らず，劣化
破壊の解析に必ずしもつながらない恐れがある。
水浸WT試験は，タイヤが供試体全面をトラバース
走行するため，破壊に対する塑性変形の寄与が少ない
と考えられる。なお，水浸WT試験において，６時間
以内に供試体上部が破壊してしまう場合があるが，こ
れはトラバース走行によって供試体表面から剥離した
アスファルトモルタルが車輪に堆積したことが原因で
あり，試験結果には特に影響を与えないこととなって
いる。すなわち，水浸WT試験は試験後供試体の断面
の剥離面積率について評価がなされ，それに至るまで
の破壊過程や，供試体の内部の塑性変形等の変化に関

する検討は行われない。
アスファルト混合物の評価試験は，実際の道路の供

用状況をある程度再現することが肝要であり，例えば
試験温度は路面温度に合わせられ，載荷重についても
車両走行における輪荷重を想定している。その点にお
いて，WT試験はわだち掘れの生成状態を再現してお
り，水浸WT試験は上面あるいは下面からの水の浸透
を再現できている。ところがいずれの試験によっても，
実際の道路舗装で発生している舗装底面からのひび
割れ，ポットホールやポンピング現象を再現できてい
ない。
以上より筆者らは，WT試験と水浸WT試験を別々

で行っても，舗装破壊に至る，荷重ならびに水の存在
をはじめとする複数の劣化要因の関連性を見出すこと
は難しいと考え，これら２つの試験を複合させた試験，
すなわち，条件①供試体を水に浸漬した状態で車輪走
行させ，条件②破壊に至るまでの塑性変形を追跡する，
試験装置および方法を検討した。
その結果，AASHTO規格やBS EN規格で規定され

るダブルホイールトラッキング（DWT）試験が，条件
①および②を実施可能であることを見出し，これらを
用いることで，舗装劣化における塑性変形と水による
骨材とアスファルトの剥離との相互作用を明らかにす
ることを試みた。
3. 2　評価条件
DWT試験は，AASHTO T324やBS EN 12697-22に

規定される試験で，400×300×50㎜（想定される舗
装の実厚）の直方体供試体を用い，700Nを載荷したゴ
ム車輪（WT試験と同等な硬さ）を60℃の水中に浸漬
した状態（あるいは空気中）で，10000往復（20000回）
通過させ，走行領域に形成されるわだちの形成過程を
追跡する試験である。なお本検討では，従来のWT試
験と同様の300×300×50㎜の供試体を用いた評価も
実施した。 
具体的な試験条件を表－１に示す。

3. 3　評価結果および考察
3. 3. 1　DWT試験における検討
3. 3. 1. 1　DWT試験における塑性変形と損傷
アスファルトとして，ストレートアスファルト60～
80（以降，ストアス60/80），ポリマー改質アスファル
トII型（以降，II型），およびポリマー改質アスファル
トIII型（以降，III型）を用いて作製した密粒度混合物
（13）供試体（400×300×50㎜）について，水浸漬に
よるDWT試験を実施した結果を図－２に示す。

写真－１　DWT試験機
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9000往復走行したところ，ストアス60/80混合物
の供試体からは剥離変曲点（SIP: Stripping Infl ection 
Point）が確認された。すなわち，供試体は耐久性を保
てなくなり，それ以降沈下量が急激に増加した。本試
験の場合，その原因は水による剥離によって内部の混
合物組成に変化が生じたことであると推測される。こ
れに対して，II型，III型混合物はいずれも変曲点が見
られず，剥離に起因する顕著な破壊が発生していない
と考えられる。
また，ストアス60/80供試体の表面走行部では，塑
性変形とともに，骨材飛散や土砂化が発生し，実際の
道路表面に起きているポットホール等の舗装損傷に似
た現象が認められた。これらはDWT試験においては
供試体に荷重と水が同時に作用した結果，発生したと
考えられる。
3. 3. 1. 2　DWT試験における剥離
供試体の裏面を観察すると（写真－２），II，III型混
合物の供試体は不織布への付着を認めなかったのに
対し，ストアス60/80混合物では，不織布に大量のア
スファルトが浸透していた（写真－２右下）。この浸透
は車輪走行の中心部（供試体中央）に当たる部分から

周囲に向かって放射状に分布している様子が確認で
き，さらに不織布自体も波紋状となっていたことから，
表面からの荷重が裏面に伝わる過程では，中心に最も
負担がかかり，周囲に分散されていたと考えられる。
なお不織布を除去すると，アスファルトが剥離した骨
材が剥き出しとなっており，裏面における土砂化，な
いし骨材飛散が確認できた（写真－３上）。また，不
織布を使用しないストアス60/80対照実験では，裏面
中心部にアスファルトの遊離と凝集が確認できた（写
真－３下）。
これらの結果より，ストアス60/80混合物において

混合物種類 密粒度混合物

供試体サイズ
（㎝ ）

40×30×5
30×30×5

載荷重量（N） 700

走行往復（回） 10000

走行速度（回／分） 26.5

試験温度（℃） 60

走行車輪 ゴム輪

養生条件 60℃水中に２時間浸漬後，
そのまま試験開始

水位 供試体が完全に冠水

表－１　DWT試験条件

図－２　DWT試験の沈下量変化

写真－２　 左上）改質III型供試体の表面
左下）改質III型供試体の裏面
右上）ストアス60/80供試体の表面
右下）ストアス60/80供試体の裏面

往復回数

沈
下
量（
㎜
）

写真－３　 上）不織布を撤去後の裏面
下）不織布なし供試体の裏面
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は，走行部では，裏面およびタイヤ接触表面のみなら
ず，内部にも骨材からのアスファルトの剥離が生じ，
遊離していたと考えられる。このため所定の混合物組
成が維持できなくなり，塑性変形が生じ，さらにアス
ファルトの遊離と混合物組成の変化が加速し，変曲点
の出現に至ったと推測される。
また，II，III型混合物の供試体は不織布へのアス
ファルト付着を認めなかったことから，骨材からのア
スファルトの剥離が発生していなかったと推測される。
これはII，III型混合物に用いたアスファルトは弾性率
を高めてあることから投錨効果が有効に機能したこと，
さらに水素結合を期待する剥離防止剤を配合しており
剥離が抑制されていたことによると考えられる。これ
ら混合物は，DWT試験において骨材からアスファル
トが剥離することがなかったため，試験終了まで所定
の混合物組成を維持することが出来たと推測される。
3. 3. 1. 3　修正DWT試験における検討
DWT試験は400×300×50㎜供試体を使用するが，
実際に車輪が走行する距離は300㎜未満である。した
がって，国内で運用されているWT試験と同じ300×
300×50㎜の供試体を用いてDWT試験を行った。
ここではストアス60/80混合物に加え，アスファル
トが骨材から剥離することを防ぐ目的で，骨材と水素
結合の形成を期待する剥離防止剤A，および骨材と共
有結合の形成を期待する剥
離防止剤Bを添加したスト
アス60/80を用いた供試体
も作製し，比較評価を行っ
た。それぞれのバインダ性
状を表－２に示す。

剥離防止剤AもしくはBを添加したストアス60/80
は，ポリマー改質アスファルトのような粘度上昇は認
められない。このため混合温度を上げることなくスト
アス60/60を使用した際と同等の投錨効果を期待する
ことができることから，分子間の相互作用の大きさの
違いを確認することができ，さらにこれらの剥離防止
効果を確認することができる。
DWT試験後の供試体を写真－４に示す。300×300×
50㎜ のストアス60/80混合物（写真－４左）は，400×
300×50㎜ の混合物（写真－２右上）と比較し，大き
な損傷が認められた。すなわち，大量な砂分の流失が
確認され，砂にはアスファルトの被膜が存在せず，水
による剥離が著しく発生したことを意味している。走
行部には，粗粒度骨材とアスファルト被膜との剥離に
よって骨材が飛散し，同様なポットホールに似た現象
が発生した。また，供試体表面全体にわたって「アリ
の巣」のような砂や泥水の噴出による空孔が発生して
いた。実際の道路における「ポンピング」現象に類似
する損傷が再現されたと予想される。走行部の沈下に
伴い走行部両側部分が隆起し，上向きに力が作用する。
その力によって，供試体内部に侵入していた水がアス
ファルトを骨材から剥離させ，細粒分が水とともに噴
出し，空隙を形成したと考えられる。すなわち，砂や泥
水の噴出による空孔の発生といった損傷も，荷重と剥

写真－４　 剥離防止剤添加後のDWT試験後の様子
左：ストアス60/80，中：剥離防止剤A（水素結合を期待），右：剥離防止剤B（共有結合を期待）

ストアス
60/80

剥離防止剤A
水素結合を期待

剥離防止剤B
共有結合を期待

針入度（1/10㎜ ） 67 71 59

軟化点（℃） 46.5 45.5 51.5

粘度（180℃，mPa.s） 68 56 63

表－２　剥離防止剤添加前後の性状
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離の相互作用によるものであると考えられる。
一方，剥離防止剤AもしくはBを添加したストアス
60/80を用いた混合物の場合，沈下量はストアス60/80
混合物と変わらないものの，「ポンピング」に類似する
砂や泥水の噴出による空孔の発生は確認されなかった。
ここで剥離防止剤Aを用いた供試体は，車輪走行部
分においてアスファルトの骨材からの剥離が確認され，
さらに当該箇所の骨材は飛散寸前であったことから，
試験時間の延長により顕著なアスファルトの骨材から
の剥離が予想された。これに対し剥離防止剤Bを用い
た供試体は，車輪走行部分においてもアスファルトの
骨材からの剥離は確認されず，あたかも気中のWT試
験後の供試体のように健全な状況であった。
これらの結果より，アスファルト混合物中において，
アスファルトが骨材から剥離することを抑制するため
には，水素結合による結合の形成が一定の効果を有す
ることを確認した。さらに共有結合による結合の形成
が実現できれば大幅な剥離抑制効果を発現することも
確認した。
これまで，アスファルト混合物の剥離抵抗性の改善
には，ポリマー改質アスファルトの適用など，粘度を
高める手段を専ら採用されてきたが，本結果は，粘度
がストアス60/80と同等であっても，アスファルトと
骨材との間に適切な結合を形成することが出来れば，
剥離抵抗性を大幅に改善することが可能であることを
示した事例といえる。

４．まとめ
本検討では，実際の舗装に発生する損傷について，
その発生メカニズムを解明するために，耐流動性と耐
水性（剥離抵抗性）との関連性に着目し，検討および
考察を行った。前提としてアスファルト混合物におけ
る剥離現象を，アスファルトと骨材との相互作用の一
形態と捉え，特に接着剤としてのアスファルトの機能
に着目して考察した。
アスファルト混合物の評価方法として，従来のWT
試験および水浸WT試験と比較して，走行回数が多く，

供試体への水侵入の影響が大きい試験法（DWT試験）
を用いて，沈下量の推移を追跡するとともに，供試体
に生じる変化を特に骨材からのアスファルトの剥離に
着目して観測した。その結果，ポットホール，ポンピン
グや下層からの土砂化など，いくつかの損傷を室内試
験で再現する試験条件を見出すことが出来た。
これらの結果より，アスファルト混合物中において，

アスファルトが骨材から剥離することを抑制するため
には，水素結合による結合の形成が一定の効果を有す
ることを確認した。さらに共有結合による結合の形成
が実現できれば大幅な剥離抑制効果を発現することも
確認した。
これまで，アスファルト混合物の剥離抵抗性の改善

には，ポリマー改質アスファルトの適用など，粘度を
高める手段が専ら採用されてきたが，適切な分子間の
結合を形成することが出来れば，剥離抵抗性を大幅に
改善することが可能であることを明らかにした。
以上より，舗装の長寿命化を実現させるためには，

耐流動性の向上，対策だけでは不十分であり，今後は
アスファルトと骨材の剥離抵抗性（耐水性）も高める
検討や対策が必要であると考える。また検討の際に
は，アスファルトの弾性率や粘度などの物理性状に加
え，骨材との化学結合の形成のしやすさなどの化学的
な，ミクロな視点を取り入れることも重要と考える。
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